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文学 部文学 部

　文学部では、平成 23年（2011）度より日本文学科が

昼夜開講制を廃止して 7時限制に移行し、同制度によ

る学生募集を停止したのに続き、平成 25年には史学科

も昼夜開講制を廃止し 7時限制に移行した。

　また、平成 27年度より、日本文学科および中国文学

科の科目からなる「古典教育のプロフェッショナル」を

養成するための副専攻プログラム「古典教育研究」がス

タートした。

日本文学科

　日本文学科では、平成25年度卒業生をもって、フレッ

クスコース（フレックス A＜夜間主＞・フレックス B

＜昼間主＞）が終了した。また、令和 3年（2021）度

入学生から新カリキュラムに移行した。新カリキュラム

の設計にあたっては、次の3点を改定の3本柱とした。

　まず、従来の 3専攻（日本文学専攻・日本語学専攻・

伝承文学専攻）とは別に、4領域を新たに設置した。こ

のうち「日本語教育学領域」「国語教育学領域」につい

ては、旧カリキュラムでは実践面の学びが中心で専門科

目が手薄であった点と、大学院の高度日本語教育コース・

高度国語教育コースとの連動が希薄であった点を改善し

た。また、「書道領域」「表現文化領域」については、そ

れぞれの関連科目は旧カリキュラムにも存在したが、学

科専攻科目のなかでその位置づけが不明瞭であったた

め、それぞれの専門的学修が深化しうる方向でこれを再

編した。

　次に、卒業論文を必修とした。3年次から 4年次にか

けて継続した指導をおこなうため、各教員が卒業論文の

指導時間を設定することとした。

　さらに、専門基礎科目の再編成をおこなった。専門基

礎科目は 1年次に履修することが望ましいが、1年次は

必修科目が多く、履修しづらい状況にあるため、科目の

種類を整理し、基本的にセメスター化した。これによっ

て基礎学力を 1年次に習得することを可能とした。

中国文学科

　中国文学科では、教学体系の強化・充実を目指したカ

リキュラムの改定をおこない、平成 23年度より、文学

人文・社会科学
系の総合大学として、

文学部、経済学部、法
学部、神道文化学部、人
間開発学部、そして令和 4
年に開設した観光まちづく
り学部を加えた 6学部 13 学
科の学部学科構成となってい
る。渋谷（都市型）とたまプ
ラーザ（郊外型）の 2つの
キャンパスにおいて教育を
展開しており、令和 7年
度には収容定員が 1
万 20名となる。
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●学部入試の変化
　平成 28 年度（2016）の入学試験では、大学入試セン

ター試験の成績と本学試験の成績を併用した C日程入試

を廃止し、大学入試センター試験利用型に特化した V

方式（Ⅱ期）を新たに実施した。また法学部と経済学部

では、3教科型と 2教科型の 2方式を採用した。

文学部

　文学部では、平成 23 年度より日本文学科が昼夜開講

制を廃止して 7 時限制に移行し、同制度による学生募集

を停止したのに続き、平成 25 年には史学科も昼夜開講

制を廃止し 7時限制に移行した。

　また史学科では、平成25年度1年次より従来の「専攻」

（日本史学専攻・東洋史学専攻・西洋史学専攻・考古学

選考・歴史地理学専攻）が「コース」へと変更になり、

東洋史学専攻と西洋史学専攻は合体して「外国史学コー

ス」に、歴史地理学専攻は「地域文化と景観コース」となっ

た。さらに史学科の専門科目のほか、公務員や一般企業

への就職を目指す学生に合わせ、語学や社会科学系科目

の比率を多くしたカリキュラム「スタンダードプログラ

ム」と、大学院への進学や教職・学芸員などの専門職を

目指す学生向けに、幅広く歴史の専門知識を修得できる

ように組まれたカリキュラム「プロフェッショナルプロ

グラム」を用意して、学生の職業選択のニーズに応えて

いる。

経済学部

　経済学部では、平成 25 年度入学試験より公募制自己

推薦（AO 型）入学試験として、K-ENT（ケント）方式

を導入した。これは、評定平均値は問わない代わりに、

自己推薦課題シートの提出とその発表が義務付けられる

K-ENT1 と、課題提出と発表がないが、評定平均値や経

済学部のアドミッションポリシーに関係する資格を有し

ているかを問う K-ENT２から選択ができる。また、平成

28 年度入試からは、学部学科特色型で学部内併願制度

を導入した。

　平成 28年度には、初年次の必修授業において、グルー

プワークを中心としたアクティブラーニング型の学習ス

タイルを導入し、授業サポートに、2 年生を FA

（Facilitator & Advisor）として、全 23 クラスに 1 人ず

つ配置している。

　一方、令和 2 年度からは経済ネットワーキング学科の

募集を停止して、経済学科・経営学科の定員を大幅に増

加し、2 学科 8 コースの新体制とした。新体制では、2

年次後期からコース選択をおこない、経済学科は「経済

理論とデータ分析コース」、「経済史コース」、「地域経済

コース」、「日本経済コース」、「グローバル経済コース」

の 5コースから、経営学科は「ビジネスリーダーコース」、

「ビジネスクリエイターコース」、「ビジネスアナリスト

コース」の 3コースからの選択制となる。

　このほか、経済学部は平成28年に開設50周年を迎え、

記念講演会、学生フォーラムを開催した他、同年 12 月

3 日に渋谷キャンパス 130 周年記念 5 号館アリーナで

祝賀会が開催された。

法学部

　法学部では、平成 28 年度入試より、入試成績・エン

トリーシート・調査書の総合評価で判定する法学部特別

選考を実施した。

　専攻については、法律専攻の従来の 3コースを変更し、

平成 29 年には「国際関係と法コース」が「政治と法の

基礎コース」に変更され、更に平成 30 年には「法律学

の基本と応用コース」「政治と法の基礎コース」の 2コー

ス体制となった。

　また平成 30 年には、東欧、ルーマニアのバベシュ・

ボヤイ大学政治・行政・コミュニケーション学部と、共

同研究、共同ワークショップを通じて研究交流の実践な

ど研究・教育交流の推進を目的として、一般協定を締結

した。

　一方、法学部は平成 24 年に開設 50 周年を迎え、大

学創立 130 周年記念事業の一つとして、11 月 17 日に

渋谷キャンパス学術メディアセンター常盤松ホールで澤

登俊雄本学名誉教授による記念講演会をおこない、講演

終了後には会場を有栖川宮記念ホールに移し、懇親会が

催された。

神道文化学部

　神道文化学部は、平成 25 年に創設 10 周年を迎え、

これを記念して「創立 130 周年記念神道文化学部創設

10 周年記念シンポジウム」が 2 月 23 日に渋谷キャン

パス学術メディアセンター常盤松ホールにて開催され

た。シンポジウムは「神道文化学部の 10 年」と題した
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研究プログラム、中国語教養プログラム、中国民俗文化

プログラム、人文総合プログラムの 4プログラム制と

なった。

　さらに、令和 3年度より、教職関係科目の充実、本

学大学院の高度国語・日本語教育コースへの連続性など

を目的としたカリキュラム小改定をおこない、関連科目

が増加している。他方、新型コロナウイルス感染症拡大

のため、令和 2年度より、復旦大学、国立台湾師範大

学での現地でのセメスター留学はともに中止となり、復

旦大学でのオンラインプログラムでの受講へと変更に

なっている。

外国語文化学科

　外国語文化学科では、平成 28年度に、外国語科目の

単位数半期 2単位化にともない、カリキュラムのスリ

ム化と、系統的履修の明確化および内容の充実を目指し、

カリキュラム改定をおこなった。全体方針としては、学

生が留学しやすい環境を整えるとともに、カリキュラム

の柔軟な運営を期し、卒業論文を除いたすべての科目を

セメスター化するとともに、学生一人ひとりに目の行き

届いた教育を達成するため、卒業論文を 8単位必修に

変更した。

　卒業論文必修化を軸に、以下 3点を改定した。まず、

「外国語総合演習」と「文化総合演習」を同一区分に収

めてコマ数を増やし、「演習・卒業論文」に再編するこ

とで、「卒業論文」への円滑な橋渡しを図り、ゼミに準

ずるきめ細かな指導の実現を目指した。次に、従来のオ

フィスアワーとは別に、担当教員が卒業論文指導を目的

としたオフィスアワーを設置した。さらに、卒業論文担

当指導教員確定のための体制を整備した。

　加えて、学科主催のイベントとして、学生の文化発信

型英語力を伸ばすための「文化発信型英語力開発活動」

と、「≪多言語・多文化の交流と共生≫プロジェクト」

を定期的に開催している。前者では英語落語セミナー、

後者ではトーク付きコンサートなどをおこない、新型コ

ロナウイルス感染症拡大以降はオンラインで活動を継続

している。

史学科

　史学科では、平成 25 年度 1年次より従来の「専攻」

（日本史学専攻・東洋史学専攻・西洋史学専攻・考古学

専攻・歴史地理学専攻）が「コース」へと変更になり、

東洋史学専攻と西洋史学専攻は合体して「外国史学コー

ス」に、歴史地理学専攻は「地域文化と景観コース」と

なった。また、史学科の専門科目のほか、公務員や一般

企業への就職を目指す学生に合わせ、語学や社会科学系

科目の比率を多くしたカリキュラム「スタンダードキャ

リアプログラム」と、大学院への進学や教職・学芸員な

どの専門職を目指す学生向けに、幅広く歴史の専門知識

を修得できるように組まれたカリキュラム「プロフェッ

ショナルキャリアプログラム」を用意して、学生の職業

選択のニーズに応えるようにした。

　さらに、平成 31 年度には、7年ぶりにカリキュラム

を改定した。新カリキュラムでは、史学応用演習などの

通年科目をセメスター化して履修と単位修得に柔軟性を

持たせたほか、1年次と 2年次の演習科目を再編し、4

コースの選択を 2年次進級時に改め、2年次からの専門

教育を強化した。また、演習以外の科目で「知識・技能」

と「思考力・判断力・表現力」を実践的に学修できる科

目群について、総合科目という枠組みを設定し、史学研

究に欠かせない応用力の向上に資する科目群として位置

づけた。

哲学科

　哲学科は、平成 24 年度から平成 27 年度にかけての

専任教員の入れ替えなどとあわせて、卒業要件を学生の

学力レベルに見合ったものにすること、哲学・倫理学コー

スと美学・芸術学コースの閉鎖性を打破してコース間を

横断した単位修得をしやすい形にすること、学科の創造

的発展に寄与することを目的として、以下のようなカリ

キュラム改定をおこなってきた。

　まず、「美学・芸術学特殊講義 IVA・B」を閉講し、「日

本哲学 A・B」を新設したほか、「選択 I 類科目」内の分

類を「共通科目」「哲学・倫理学系科目」「美学・芸術学

系科目」の 3分類とし、卒業要件を変更した。また、「哲

学演習」「美学・芸術学演習」および選択必修外国語科

目についても、卒業要件を変更した。

　このほか、優れた卒業論文を提出した学生 7～ 10 人

程度に発表してもらう卒論発表会、卒業論文のなかから

優秀賞・佳良賞に選ばれた卒論を掲載する雑誌『希哲』

の刊行、毎年 10月頃に学科の卒業生および内定を取得

した 4年生を招いた在学生向けの進路アドバイス会を
097
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開催し、学生の学業や活動の成果を共有できる機会の充

実を図っている。

　なお、文学部における新たな企画として、平成 30年

より毎年 3月に開講している「文学塾」は、文学部 5

学科の専任教員が、本学文学

部への志向性の高い高校生お

よび高等学校教員に対して、

オープンカレッジよりもさら

に高度な専門性の講義を用意

して臨んでおり、毎年数百人

におよぶ参加者を得ている点

において特筆に値する。

経 済 学 部経 済 学 部

　経済学部は令和 2年（2020）度より経済学科と経営

学科の2学科体制へ移行した。経済学部の入学定員は従

来のままであるが、経済学科、経営学科ともに 255 名

へと大幅に増員した。これまでの 3学科体制、特に経

済ネットワーキング学科が目指した環境・地域・情報な

ど現代の諸問題に関する学びは、経済学科と経営学科に

継承されている。新体制では、経済学科は「経済理論と

データ分析コース」「経済史コース」「地域経済コース」「日

本経済コース」および「グローバル経済コース」の 5コー

ス、経営学科は「ビジネスリーダーコース」「ビジネス

クリエイターコース」および「ビジネスアナリストコー

ス」の 3コースを設定し、学生は自らの研究関心をも

とに 3年次前期にコース選択をおこなうことになる。

　新しい経済学部の目的（教育理念）は、「多元化しグ

ローバリゼーションの進展する社会のなかにあって、経

済学の基礎力と日本経済に関する知見を兼ね備え、未来

への実践的で創造的な対応力を身につけた、社会に貢献

できる専門的教養人を育成すること」である。この目的

を達成するための方法として、これまで重視してきたこ

とは次の 3点である。第一に、経済や経済学、経営や

経営学に関する基礎的な考え方や概念、知識・知見を入

学後早い段階で学生に徹底して教育していくこと、第二

に、基礎教育においては専任教員ができるだけ少人数ク

ラスで、学生と身近に接しながら丁寧に教育していくこ

と、第三に、本学の建学の精神にも繋がることであるが、

「日本」を意識した教育をおこなっていくこと、である。

　新たな教育目的の再定義に際し、経済学部では教育課

程を再編成し、以下のような履修による人材育成をおこ

ない、学士課程の質的保証を実現している。第一に、専

門基礎力の強化を図り、経済学・経営学の基礎知識を

1年次の学部共通科目や 2年次以降の学科基礎科目の

履修を通じて確かなものとする。第二に、アクティブ・

ラーニングやゼミを通じて、専門能力はもちろんコミュ

ニケーション力や論理的思考力を育成する。第三に、2

年後期よりゼミで学び卒業論文（ゼミ非加入者は卒業リ

ポート）を必修とし、主体性を涵養し専門性を構築する。

第四に、実践力を鍛える授業、例えば英語科目はすべて

ネイティブスピーカーによる授業であり、また希望する

キャリア（就職や職業人生）を見出す授業を整備してい

る。ほかにも具体的な教育支援として、初年次の必修科

目である「基礎演習 A」および義務履修科目「基礎演習 B」

では、平成28年（2016）度より全クラスにおいて、グルー

プワークを中心としたアクティブ・ラーニング型の学習

スタイルを導入し、授業のサポートとして上級生の学生

アシスタントである FA（Facilitator & Advisor）を全 23

クラスに 1人ずつ配置している。

　さて、現在新型コロナウイルス感染症の拡大に加え、

少子化の進行および大学進学率が高止まりするなかで、

大学間競争はますます激しくなっている。受験生や新入

生確保にあたって、入学試験制度の改革だけでは短期的

な成果はともかく大きな成果を望むことは難しい時代で

ある。これまで以上に社会科学系学部の教育内容の適否、

教育体制の良否が問われる時代、そして学生自身が大学

を評価し大学を選ぶ時代である。同時に、大学が社会に

対してどれだけ有用な人材を育成し輩出できるか、つま

り「人づくり」が問われる時代であると認識している。

　経済学部では、平成 27 年度および平成 29 年度に外

部評価委員会を設置し、外部委員による第三者評価をお

こなった。その際、旧カリキュラムの問題点が数多く指

摘されたことはもちろんのことであるが、「経済学部の

ブランド化」に向けた取り組みの必要性が多分に強調さ

れていた。例えば、「教育の質保証」（低学力層には学力

を底上げし、高学力層には意欲をさらに高め学力を伸ば

す改革、経済理論入門など基礎科目の必修化、学科・コー

スの実質化、卒論作成に向けた取り組みなど）、「スタッ

文学部こくぴょん
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フ体制の見直し」（未充足枠、採用・昇格、新規採用分野、

研究・教育・学務のバランスなど）、「入試制度の見直し」

（英・数の学力底上げや入学後教育含む）、「卒業（進級）

単位修得の厳格化」および「他大学の動向調査」などで

ある。これらの指摘内容や改善点はいくつか実現されて

いるものの、まだ解決できていない点もある。

　そのため、経済学部では令和 3年度からブランド再

構築に向けての基本方針（『令和 3年度 國學院大學経済

学部「経済学部の課題と対応計画」』より）を策定し、

①学部アイデンティティの再構築、②ゼミを主軸とした

「人づくり」教育、③ステークホルダーを意識した学部

運営、④取り組み成果の不断の検証、を具体的な取り組

みとするとともに、中期 5ヵ年計画における行動計画

の中核に据えた。以下、内容を簡潔に記す。

　① 学部アイデンティティの再構築では、教育実践の行

動目標の新設は急務であるものの、ディプロマ・ポ

リシーに基づいたカリキュラム・ポリシーを令和 3

年度にあらためて設定し、新カリキュラムを通じた

教育の質保証および人づくり教育の指針とした。

　② ゼミを主軸とした「人づくり」教育について、新カ

リキュラムでは卒業論文（ゼミ加入者）および卒業

リポート（ゼミ非加入者）の必修化にともない、ゼ

ミ加入率は上昇した（令和 3年度約 80％）。今後は

学科の特性に応じたゼミの充実とゼミ加入者の増加

を通じて、専門的知識の教授と学修支援に加え、社

会に貢献しうる人材の育成を図っていく。

　③ ステークホルダーへの対応については、学生（保

護者・関係者）、入学希望者、卒業生などの満足度

の向上が主眼となる。学生満足度について、令和 3

年度基礎演習 Aの授業アンケートでは 80% 以上の

高い評価を得ており、初年次教育では一定以上の成

果を上げている。また、平成 28 ～ 30 年度卒業生

の就職率は毎年 90% を超えており、國學院大學経

済学部で学んだ人材を数多く社会に輩出している。

他方、入学希望者について、令和 4年度一般志願

者数は V方式および A日程では昨年度より若干減

少したものの、B日程で大幅に増加し、学部全体と

して前年度比 101%であった。今後は、就職率（ター

ゲット企業就職率含む）のさらなる向上を図るとと

もに、学部生だけでなく卒業生との繋がりやロイヤ

ルティを意識した取り組みを実施する。

　④ 新カリキュラム運営体制の整備と完成、そして不断

の成果検証をおこなうとともに、入試制度（入口）、

教育課程（中）、就職支援（出口）それぞれのデー

タを検証し、より長期的に効果のある打ち手の創造

に結びつけていきたいと考えている。

　最後に、経済学部は平成 28年に開設 50周年を迎え、

記念講演会や学生フォーラムを開催したほか、同年12

月 3日に渋谷キャンパス 130

周年記念 5号館アリーナで祝

賀会を開催した。今後は令和

8年度に迎える開設 60周年に

向けて、ファカルティメンバー

全員（令和4年現在 34名）で

研鑽を重ね、引き続き社会に

対して貢献しうる学生をより

多く輩出していく所存である。

法 学 部法 学 部

　法学部は、令和 4年（2022）に、創立 60周年を迎える。

この間、平成 16 年（2004）に開設された専門職大学

院法務研究科（法科大学院）が、平成 30年に閉校となっ

たことなどを受けて、法学部は、次のとおり、法律専攻、

法律専門職専攻、並びに政治専攻で従来からおこなわれ

てきた法律学および政治学教育を見直すとともに、法科

大学院において培われた法実践教育をも包摂した新たな

教育モデルの構築と発展に努めてきた。

　第一に、法学部は、従前以上に多様な入学者の確保を

目指し、平成 28 年より、一般入試（V方式・A日程）

の成績、志望理由書および調査書をもとに総合的な評価

をおこなう「法学部特別入試」を導入した（例年の入学

者は、上記3専攻合計15名前後）。また、高校生に対して、

國學院大學法学部を魅力的に印象付けるべく、法学部で

学ぼうプロジェクト編『「法学部」が面白いほどよく分

かる』（有斐閣、2022）に記事を掲載した。

　第二に、法学部は、3専攻中最大規模の法律専攻に

関して、教育効果の向上を目指し、コースの見直し、並

びにカリキュラムの改定を実施した。すなわち、前者に

関して、法律専攻は、学生の学習関心や将来設計に資

するべく、 従来、「公共政策と法コース」「ビジネスと法

経済学部こくぴょん
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コース」および「国際関係と法コース」を設置するとい

う3コース制を採用していたが、平成29年、「国際関係

と法コース」を「政治と法の基礎コース」に改め、さら

に、平成 30年、「公共政策と法コース」および「ビジネ

スと法コース」を「法律学の基本と応用コース」に統合

することで、2コース制へと変更した。このことにより、

学生にとっては、専攻内の科目履修の柔軟性が維持され

つつ、法律学および政治学の履修に関する志向性の明確

化、並びに学習意欲の強化がもたらされることとなった。

また、後者に関して、法学部は、1学年 400名前後を抱

える法律専攻での大教室講義型講義を解消し、個々の学

生の理解度を向上させるべく、平成 30年より、セメス

ター制を導入し、すべての 4単位科目の 2単位化と分割

を達成した。このことにより、学生は、その学習関心に

応じた科目選択と組み合わせが可能になるとともに、段

階的な履修の積み上げという目安のもとでの効率的な学

習をおこなうこととなった。さらに、法律専攻では、初

年次教育の充実も図られ、平成 30年より、公法、刑事

法および民事法に関する入門科目が開講された（このほ

か、平成 29年には、1年生を対象とする法学部共通科

目として、「シチズンシップ科目」が導入されている）。

　第三に、法学部は、法科大学院における15年間の教

育成果を活かすべく、法実践教育の導入に着手した。具

体的には、平成29年に開講の上記シチズンシップ科目と

しての「法と社会参加」および「法教育入門」（1年生対

象）に加え、「臨床法学演習」および「法教育演習」（3・

4年生対象）を開講した。また、平成30年より開始され

た全学共通実践的キャリア開発プログラムであるPCAP

（Practical Career Advancement Program）、とりわけ公務

員試験（国家、地方）受験に必要な法律学や行政学に関

する体系的学習と試験対策的指導を目的とする「パブリッ

クサービスキャリア・コース」において、「基礎法律学Ⅱ」

や「行政組織法」といった各種科目を提供するとともに、

法科大学院から法学部に移籍した教員を中心に、「論述問

題演習」や「パブリックサービス・インターンシップ」を

担当している（なお、実業界での国際的な就業を目標と

する「グローバルキャリア・コース」にあっては、法学部

教員が担当する「環境政治学」や「平和研究」が開講さ

れている）。さらに、法学部は、法科大学院閉校後の司法

試験受験支援として、平成30年から令和3年まで実施

された「特例修了生支援制度」を、実質的に運営した。

　第四に、法学部は、学生の主体的学習促進と理解向上

支援のための制度の維持と充実に努めている。すなわち、

学外の優秀な人材を採用して、学生の抱える学習上の疑

問に回答し、合わせて授業を補助するかたちで指導をお

こなう「フェロー制度」、並びに、6時限以降の学生に

よる法学資料室利用機会を確保するため、法学研究科在

籍の大学院生が業務に従事する「チューター制度」がそ

れである。両制度ともに、後述の新型コロナウイルス感

染症拡大を受け、業務の見直しや一時中断を余儀なくさ

れたものの、現在に至るまで、学生に対する有用な学習

支援としての機能を果たしている。

　第五に、法学部は、平成 31年／令和元年にはじまっ

た新型コロナウイルス感染症拡大下で、法律および政治

学習の水準と内容を維持すべく、最善の努力を尽くした。

具体的には、学部教員による遠隔授業実施に向けた入念

な準備に加え、学生の登校自粛を受けた上記フェローお

よびチューター業務の見直しをおこなった。前者に関し

ては、対面が困難な状況下で、遠隔授業から生じる学生

の新たな悩みや学習上の疑問に対応すべく、Zoomを活

用する遠隔形式での相談体制を確立するともに、フェ

ローによるリモート形式での学習方法講習を開いた。後

者については、学生登校自粛期間中のチューター業務

（一時）停止を経て、対面型授業の解禁を機に速やかな

再開を果たした。さらに、法学部は、新型コロナウイル

ス感染症拡大防止の観点からの入学式の中止、並びに以

後 2年間にわたる遠隔授業受講の結果、本来の大学生活

を送ることができず、人間関係の構築に悩みを抱えると

いう、いわゆる令和 2年度入学者問題に対応すべく、令

和 4年、法学部新 3年生を対象に、高学年の学習に関

するガイダンス、就職活動についての説明、学生生活上

の注意喚起、並びに同級生との交流支援を目的とする「法

学部新 3年生の集い」を開催した。当日は、約 150 人

の新 3年生が参加し、大変な盛況であった。

　以上のほか、法学部は、教育の基礎となる研究および

学術の充実にも力を入れている。すなわち、複数の法学

部教員の科学研究費助成事業が毎年度採択され、重要な

成果が獲得されている。また、法学部は、平成 30 年か

ら令和 3年まで、ルーマニアのバベシュ・ボヤイ大学政

治・行政・コミュニケーション学部と学部間協定をおこ

ない、彼我の教員の渡航をともなう研究会参加や資料収

集といった交流を通じて、知識の国際的交換に寄与した。
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　各学部の概要とこの10年

　このように、法学部は、激動の10年間にあって、学生

による法律学および政治学の効率的かつ実践的な修得を

達成するために検討を重ね、不断の努力を継続した。こ

うした目標は、今後も達成が求められるものであり、法学

部のさらなる進化は不可欠である。そのため、法学部は

今後、学校法人國學院大學中期5ヵ年計画中、大学が掲

げる教育目標（「問い直す」「学び合う」「共に生きる」）の

もと、戦略のひとつとして掲げられた「様々な背景を持っ

た学生・教職員が共に学び合えるキャンパスの実現」に

重点を置きたい。具体的には、第一に、「新たな教育支援・

相談体制の確立」の一環たるべく、法学部フェロー制度

およびチューター制度の見直しと拡充を目指す。第二に、

「ラーニングコモンズなど、DXも活用した学生が学びや

すい環境の検討・整備」に資

するべく、この間の遠隔授業

等の経験をも踏まえた新たな

ディジタル・プラットフォー

ムの設定と活用、学外からア

クセス可能なディジタル・デー

タベースの利用などにつき、

検討に着手する予定である。

神 道 文 化 学 部神 道 文 化 学 部

　学部開設 10周年を控えた平成 24年（2012）11 月、

『國學院雑誌』で神道文化学部特集を組み、学部教員の最

新の研究成果を公開すると共に、座談会「学部創設十年

を迎えて」で学部の既往を顧み、今後の課題を展望した。

　平成 25 年に創設 10 周年を迎えるや、これを記念し

て「創立 130 周年記念神道文化学部創設 10周年記念シ

ンポジウム」が渋谷キャンパス学術メディアセンター常

盤松ホールにて開催された（同 2月 23日）。シンポジウ

ムは「神道文化学部の 10年」と題した石井研士神道文

化学部長・教授の基調講演のあと、第 1部「神道文化の

現状と未来」、第 2部「今、神職に何が求められているか」

と進み、第 1部では、岡田莊司神道文化学部教授の「神

道文化を伝える」、ヘイヴンズ・ノルマン神道文化学部

准教授の「世界に向けた神道文化の発信」の報告が、第

2部では、上田俊公松陰神社宮司と阪本是丸研究開発

推進機構長・神道文化学部教授の対談がおこなわれた。

シンポジウム終了後、若木タワー有栖川宮記念ホールで

神道文化学部創設 10周年記念祝賀会が開かれた。

　いずれの企画も、これからの 10年に向けたスタート

アップの意義を担うものであった。

　この 10年間というもの、学部の各教員は、各々従来

型の講義形式のみならず、学生のグループワーク 等に

よるアクティブ・ラーニングの実践によって、授業改善

に努めてきた。平成27年度には、主要科目のセメスター

化（半期化）を実現した。

　また学部発足以来、昼夜開講制（フレックス開講制）

を維持してきた。夜間の時間帯（フレックス A）がある

ことによって、「学部神社実習制度」の運用が可能となっ

ている。平成 26年度には「國學院大學神道文化学部神

職子女奨学金」を導入し、神職子女へのきめ細かい経済

的支援を実現し、神社界の要請に応えた。

　平成 27 年 10 月には、「二つ目の祭式教室」（2号館

2203 教室）が竣功し、「祭式の國學院」としての施設

設備がいよいよ整うに至った。また院友神職会の支援を

得て、神職装束・舞楽装束等の購入を継続、平成 31年

「英語Ⅴ・Ⅵ」（神道英語）の授業風景

「宗教音楽研究Ⅰ・Ⅱ」の授業風景

法学部こくぴょん
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3 月には、その詳細な目録も完成した。

　新入生支援の取り組みとしては、平成 26 年 4 月以

来、「入学時アイスブレイク」を実施してきた。渋谷キャ

ンパスおよび明治神宮において、2日間にわたっておこ

なわれる「友達作り」のイベントである。なお、令和 2

年（2020）以降、同行事は新型コロナウイルス感染症

の影響で実施に至っていない。

　平成 24年以降、院友神職会の支援のもと、数々の課

外講座を開講した。すなわち、「和歌講座」（平成 24年

初開催）、「就職活勣のためのマナー講座」（平成 26 年

初開催）、「書道講座」（平成 24年初開催）、「衣紋講座」

（平成 27年初開催）、「女子学生のための就職セミナー」

（平成 28 年初開催）、「御幣講座」（平成 29 年初開催）

である。いずれも神職・社会人必須のスキル修得を目指

した実践的講座である。

　さらに「祭りの学部」として季節の伝統儀礼を斎行し、

本学ならではの「和の行事」発信をおこなってきた。観

月祭は、平成 22年に初開催され、回を追うごとに拡大

の一途を辿り、名実ともに大学の看板行事として成長を

遂げた。成人加冠式は、学部ならではの成人儀礼として、

平成 20 年 1月に初開催され、令和 2年度には第 13 回

を迎えた。いずれの行事も、学生参加のもとに企画・実

施される。学部では、これらの取り組みを、神職を目指

す学生の実践の場として位置付け、その運営に取り組ん

できた。しかしながら令和 2年を迎え、コロナ蔓延に

直面し、成人加冠式は 2年間にわたって中断のやむな

きに至った。令和 2年度観月祭も、一時中止が検討さ

れたが、学生たちの切願により、「光ある安らかな世を

願う」趣意のもと、無観客で開催され、ユーチューブ配

信された（第 11 回）。続く令和 3年度は、なおやまぬ

新型コロナウイルス感染症の拡大に鑑み、中止を余儀な

くされた。

　東日本大震災の復興支援にも一貫して取り組んでき

た。平成 24年 5月、福島県いわき市で震災支援活動に

初参加して以来、例年のように復興支援に参画してきた。

同年 7月からは「東日本大震災 慰霊鎮魂並びに復興祈

願 千度大祓」に参列、令和 2年に同行事が新型コロナ

ウイルス感染症の影響で中止に至るまで、8回にわたっ

て参加を続けた。復興支援は、本学建学の精神に立脚し、

「神社を核とする地域文化の再生」を目指す取り組みに

ほかならない。

　学部では、こうした諸々の活動を、大学の学部サイト

やSNSで日々発信してきた。また例年の学部ガイドブッ

ク、学部パンフレット（神職子女向け・一般向け）、「神

社新報」特集号（概ね 2月、8月）、学部開設 15 周年

に際しての記念誌『神道文化学部の四季』などの刊行を

通じて、学部ならではの情報発信を心掛けてきた。

　顧みれば、この十年間にわたって、学部はさまざまな取

り組みをおこなってきた。適切な改善を図り、さらなる展

開を目指していくことが必要である。令和2年以降、新

型コロナウイルス感染症の脅威で、学部の伝統行事は停

滞のやむなきに至った。従来の

「祭りの学部」の姿を取り戻す

こともまた、今後の大切な課題

である。来る十年に向けて、神

道文化学部のオンリーワンたる

ゆえんを、いよいよ磨き上げて

いくことが求められているとい

えよう。

成人加冠式 観月祭

神道文化学部
こくぴょん
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　各学部の概要とこの10年

人間開発学部人間開発学部

　人間開発学部は平成 25年（2013）4月より、幼稚園

教諭と保育士の養成を主におこなう同学部3番目の学科、

子ども支援学科を開設した。定員は100名で、カリキュ

ラムには、表現方法や遊びについて重点的に学ぶ「子ど

も文化・環境」、医学や理学的知識を元に食育や健康管

理などを学ぶ「健康・発達」、行政などの支援システムや

福祉を学ぶ「地域・福祉」と3つの展開科目群を用意す

るほか、1年次から継続して実習がおこなえるよう、幼

稚園・保育所のボランティアやインターンシップも用意

された。前年度には、たまプラーザにある幼児教育専門

学校が閉校となったが、同校の教育技術、実習体制、就

職指導のノウハウを子ども支援学科で引き継ぐ形となっ

た。このほか、平成28年には健康体育学科の定員を30

名増員して130名としたほか、翌 29年には特別支援学

校教諭一種免許状課程の設置がなされた。

　一方、平成 25 年には、人間開発学部 1期生（大学

121 期生、219 名：初等教育学科 111 名・健康体育学

科 108 名、9月卒業・特別卒延含む）が卒業し、初等

教育学科、健康体育学科を合わせて 79名が新たに教壇

に立つことになった。

　また平成 30 年には人間開発学部が創設 10 周年を迎

え、これを記念したフォーラムが同年 11 月 10 日にた

まプラーザキャンパス講堂で開かれた。同フォーラム

では、女優の浅野温子客員教授による記念授業のほか、

「人間開発学部 10 年の歩みと展望」と題したシンポジ

ウムが開催され、初代学部長の新富康央教授ら計 7名

が登壇した。フォーラム終了後、会場をスカイレスト

ラン・ヒルトップに移し、祝賀会も催された。

初等教育学科

　「子どもの教育に必要な高い教育力・指導力」「体験型

授業を通した教育現場への理解」「子どもたちの能力を

引き出す人間力」を身に付け、理論と実践を兼ね備えた

教育者を育成することを学科理念に掲げた学科運営が着

実に継続されている。特に教員養成系学科としての強み

となるべき「現場に強い教員」輩出を目指した特別教室

「模擬教室」の充実を学科創設時より図り、時代に見合っ

た設備機器等の更新をおこなってきている。

　特に、文部科学省が「令和時代のスタンダードとして

の学校 ICT 環境を整備する」とした「GIGAスクール構想」

を令和元年に打ち出したが、それ以前より ICT を利用し

た授業ができる教員の輩出を見据え、1号館の全面改修

工事に含める形で「ICT 教室」の設計が進められた。そ

して、令和 2年（2020）中にはタブレットを利用した

模擬授業を実践できる態勢が整えられた。

人間開発学部創設 10 周年記念フォーラムの様子
（記念シンポジウム）

人間開発学部創設 10 周年記念ロゴ

ICT 教室：電子黒板とChromebook 仕様タブレットを準備

健康体育学科

　「教育に携わる人材の育成」を軸としつつ、実技・身

体能力重視の指導者育成をおこなう従来型の体育系学

部学科とは違った、幅広い年齢層への運動・健康指導の
103
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なか、相手の個性を理解し能力を引き出す力や、失敗や

挫折から潜在的な可能性を見出せるしなやかな心を育成

することを重視したカリキュラムが実践されてきている。

保健体育教諭の輩出は大きな使命ではあるが、近年は生

理学実験室やバイオメカニクス教室などの特別施設をリ

ニューアルするといった、「スポーツ科学」分野への学修

基盤を広げてきており、これからの社会のニーズに応え

る新時代のスポーツ指導者やスポーツ施設職員、企業に

おける健康管理スペシャリストを含む、地域のスポーツ

リーダーの育成にも力点を置き、人々の競技生活や豊か

で健康的な生活を支えるための人材輩出も目指している。

　なお、先述の入学定員増加については、設備の充実と

近年の健康志向の高まりもあり、本学科への入学ニーズ

へ応える形で推進された。

子ども支援学科

　幼稚園教諭・保育士の育成を主目的とし、世界的に広

がっている「知識基盤社会」にかかわるグローバルな視

野と、保護者個人や地域社会での子育て支援機能という

コミュニティ・サービスにかかわるローカル視点を兼ね

備えた質の高い幼児教育・保育を実践できるよう、1年

次から講義・演習・実習を段階的に積み重ね、現場で活

躍できる実践力を養うためのカリキュラムが展開されて

いる。教育・保育の「知識」と「実践」を往還させなが

ら学べることは本学科の特長であり、幼稚園教諭第一種

免許と保育士資格の同時取得が可能であることも、魅力

として広く認知されるようになってきている。

　なお、近年は、社会のニーズも視野に、医学・心理学

的知識や保護者に対するカウンセリング技術向上にも注

力し、地域をまとめる指導力などを幅広く備え、家庭と

幼稚園・保育所・認定子ども園、小学校、行政とを結び

つけた「子ども支援」を構想できる「子育て支援のプロ」

の輩出を目指すことを掲げている。

教育実践総合センター

　学部創設と同時に学生支援と地域連携をおこなう学部

付設の機関として設立された教育実践総合センターであ

るが、教育実習や教育インターンシップ、教育ボランティ

ア活動などに関する情報提供や相談・指導をおこなう学

生支援のほか、地域の園や学校と連携し、地域教育の振

興を目指した研修や支援をおこなう夏季教育講座「教育

実践フォーラム」を毎年実施するなど、学生支援と地域

連携両者に対する教育実践機会の提供が図られている。

地域ヘルスプロモーションセンター

　教育実践総合センターと同時に設立され、大学の持つ

知識や経験、施設設備等を地域に開き、年齢層を問わず

幅広く心身の「健康づくり」を実践してもらうための企

画を実践している。「生きがい講座」「ウェルネスアカデ

ミー」「地域交流スポーツフェスティバル」といった企

画が定着するなか、令和 4年 4月には「Blooming レク

チャー　達人から学ぶ人間開発」と題した新企画の第 1

回目として、プロ野球ソフトバンクホークス前監督の工

藤公康氏を講師に対面とオンライン併用のハイブリッド

形式での講演会が実施された。

夏季教育講座：教育実践フォーラム（分科会）（令和元年）

Blooming レクチャーの様子（令和 4年）

共育フェスティバル

　平成 21年の学部開設時より開催されている共育フェ

スティバルは、各学科から集まる学生企画委員会が主と

なり、学生が日頃学んできた成果を地域の子どもたちや

保護者にさまざまな催し物として披露するなかで「共に
104
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　各学部の概要とこの10年

神道学専攻科・
別科神道専修
神道学専攻科・
別科神道専修

　本学は神職養成機関としての役割を担っていることか

ら、学部・大学院に加えて神道学専攻科、別科神道専修

（Ⅰ類・Ⅱ類）を開設している。

　神道学専攻科は、「学部における一般的並びに専門的教

養の基礎の上に、精深な程度において、更に高度の専門

的事項を教授し、その研究を指導することを目的」とし

ており、学士の学位を有する（または見込み）満 64歳

以下の者が出願資格を持つ。別科神道専修は「簡易な程

度において、神職に必要な知識及び技能を授けることを

目的」としており、高等学校卒業者（または見込み）、高

等学校卒業と同等以上の学力を有する者が出願できる。

なお神道学専攻科・別科神道専修ともに出願にあたって

は出身都道府県等の神社庁長からの推薦書が必要である。

　神道学専攻科・別科神道専修では、所定単位修得後、

手続きを経ることで神社本庁神職資格が授与される。神

道学専攻科は「正階」（明階検定合格）、別科神道専修Ⅰ

類（修業年限１年）は「権正階」（権正階検定合格）、Ⅱ

類（修業年限 2年）は「正階」（正階検定合格）である。

　神道学専攻科は、昭和 24 年（1949）度に発足した

神道研修部高等科が、同 26年に神道専修科と改称され、

さらに同 33年改められて現在に至る。また別科神道専

修は昭和 26年に修業年限 1年として（Ⅰ類）開設され、

さらに神職界および正階取得の要望に応えるために同

44年度から修業年限 2年の別科（Ⅱ類）が増設された。

　平成 24 年（2012）度から令和 3 年（2021）度の

10 年間では、神道学専攻科・別科神道専修あわせて

399人の志願があり、366名（専攻科304名、別科62名）

が入学しており、多くの神職を輩出してきた。なお令和

4年度には、専攻科 29名、別科 7名の入学があった。

育つ」ことを意義に掲げ、好評を得ながら約 1,500 人

の来場者を迎える程の大きなイベントとなった。令和 2

年は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、代替

イベントをオンライン開催し、また翌 3年は予約制に

よる対面実施としたものの、学生の成果を発表する有意

義な機会としての実施定着とともに「教職の國學院」ブ

ランドへの貢献を図っている。

共育フェスティバルの様子（令和 3年）

地域交流スポーツフェスティバル

　当初は前述の共育フェスティバルの企画に含めて実施

していたが、平成 28年より地域ヘルスプロモーション

センターが主催し、同センターのイベントを支援する学

生サークルが準備・運営に携わる形で、開催されるよう

になった。地域の方々をお招きしてのニュースポーツの

体験や、栄養アドバイスコーナー、体力測定コーナーな

どを設置し、体を動かすことや、健康についてを楽しく

学び、体験していただくイベントとして、地域への定着

が図られ好評を得ている。

人間開発学部こくぴょん

専攻科・別科　入学者
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観光まちづくり学部観光まちづくり学部

　平成 21年（2009）4月の人間開発学部の開設以降も、

本学では継続して新たな学部の設置に関する検討をおこ

なってきた。平成 27 年 3 月 17 日の常務理事会には、

平林勝政理事を中心とするプロジェクトチームから『少

子高齢化対策としてのグローバル化対応策と国際系新学

部について』という報告書が提出されている。この報告

書を受けて平成 28年度に針本正行理事・副学長を委員

長とする「新学部・新学科・学部改組等検討プロジェク

ト」が発足し、同年度末に「国際教養学部」構想に関す

る中間報告が提出されている。

　平成 29 年 4 月 18 日に開催された常務理事会では、

針本正行理事・副学長を委員長とする「新学部構想検討

委員会」の設置が承認された。第一回目の委員会で坂口

𠮷一理事長より、新学部の設置を創立 140 周年事業の

一つと位置づけること、既成概念にとらわれない検討を

おこなうこと、最終的な決定は理事会がおこなうため複

数案を提示することなどの要件が示された。これを受け

て同委員会では、前年度までの各プロジェクトによる検

討の結果を踏まえながら、本学にこれまでなかった分野

の学部の設置について改めて議論を重ね、最終的に「生

活環境科学部」「社会開発学部」「観光学部」の 3学部

を委員会案として常務理事会に上程した。

　常務理事会および平成 30年 5月開催の理事会での審

議を経て、「社会開発学部」案と「観光学部」案の折衷

案として、理系の要素を含む文理融合型の学部として

「観光開発学部（仮称）」の設置構想が同年 7月開催の

理事会にて承認された。これを受けて新学部構想検討委

員会は解散し、同時に針本正行理事・副学長を委員長と

する「観光開発学部（仮称）設置準備委員会」が設置さ

れた。設置準備委員会では、構想内容を精査するととも

に、新学部の学部長候補者の選定に取り組んだ。構想内

容を再検討した結果、学部名称を「観光文化学部（仮称）」

に変更し、同年 11月までに構想の概要をとりまとめた。

その構想概要をもって斯界の第一人者である東京大学名

誉教授・神戸芸術工科大学教授の西村幸夫氏に新学部の

立ち上げと開設後の学部長就任を打診し、同年 12月に

承諾を受けた。

　「観光文化学部（仮称）設置委員会」および「新学部

設置準備室」の設置について常務理事会で諮られ、平成

31 年 4月の設置が承認された。設置委員会の委員長に

は針本正行理事・学長が就任し、設置準備室室長には西

村幸夫教授が各々就任することとなった。新学部設置準

備室には、新学部の教員候補者のうち数名が専任または

非常勤として合流し、以後、本格的に申請に向けた準備

が進められることとなった。

一回目の申請～申請取り下げ

　平成 31年 4月に設置された設置準備室では、3月に

開催された理事会に上程した案をブラッシュアップした

「観光文化学部（仮称）の概要」をとりまとめ、令和元

年 5月開催の理事会・評議員会に上程し、審議のうえ

で申請に向けた準備をおこなうことが承認された。

　理事会の結果を受けて設置準備室では、新学部の理念・

目的や養成する人材像、およびカリキュラムなどについ

て検討を進めた。理念・目的については、本学の建学の

精神と観光との結びつきや、社会からの要請など、本学

において新学部を設置することの意義を明確にすること

について議論がおこなわれた。新学部の目的は、「観光

を基軸とした持続可能な地域の実現を目指す」というこ

ととし、社会学を中心とする文系分野と工学（都市計画）

を中心とする理系分野に跨った文理融合型の教育課程と

すべく検討がおこなわれた。

　教育課程を支える教員組織については、カリキュラム

の検討と歩調を合わせて、カリキュラムにおける主要科

目を担当できる専任教員候補の選定がおこなわれた。選

定された候補者は、設置委員会、学部長会を経て理事会

で審議され、同年 12 月までに当初予定通り 26 名の専

任教員からなる教員組織の編制が終了した。

　設置準備室における検討が進み、カリキュラムが固

当初検討されていた学部構想案の概念図
理系分野を含む２学科構成だったことが分かる
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　各学部の概要とこの10年

まってくるなかで、学部名称についても再度検討がおこ

なわれた。学部名称は学部の理念・目的やカリキュラム

の内容のほか、社会的、国際的通用性にも配慮する必要

があり、長期間にわたる議論の結果、「観光学部観光ま

ちづくり学科」を最終案として令和 2年 1月開催の理

事会に諮り、承認されている。

　以上の結果を踏まえた『観光学部観光まちづくり学科

設置認可申請書』を令和2年（2020）3月16日付で文

部科学大臣に提出した。この頃から新型コロナウイルス

感染症が急速に拡大しはじめ4月には緊急事態宣言が発

出されるなど、社会的にも大きな混乱がみられた。認可

申請の手続きにも大幅な遅れが発生し、通常であれば5

月におこなわれる第一次審査の結果の伝達も7月にずれ

込むこととなる。予定より2ヵ月ほど遅れた7月22日に

伝達された第一次審査の結果は、申請の根幹にかかわる

事項を含む12項目の是正意見が付された「警告」という

厳しい内容であった。新学部では教育課程に社会学と工

学が同等の割合で寄与することを特徴としていたが、この

点について説明が不十分であるとされ、カリキュラムの見

直しや専任教員の追加が示唆されていた。また、8月に面

接審査を受けることが求められ、この対応も必要となった。

　設置準備室では、第一次審査の結果を受けて、8月の

面接審査対応と同月 26日締め切りの補正申請書の作成

に取り組んだ。面接審査は、8月 12 日にオンラインで

開催された。面接審査では 12項目の是正意見について

審査員から説明がなされ、当初の考え方と是正の方向性

について本学から説明するという流れで実施された。

　第一次審査の結果および面接審査を受けて、カリキュ

ラムについては、適宜必修科目や選択必修科目の見直し、

新規科目の追加をおこなった。教員組織については、社

会学分野の教員の不足が指摘されていたこともあり、専

任教員の追加が必要と判断し、「地域社会学」を専門と

する教員を 1名新規で採用することとした。これらの

修正内容をとりまとめた『國學院大學観光学部設置認可

申請に係る補正申請書』を 8月 24 日付で文部科学大臣

に提出した。

　補正申請書を提出してから約 2ヵ月後の 10 月 16 日

に、文部科学省から補正申請を踏まえた今後の見通しに

ついて連絡があった。それによると認可の見通しが不透

明であり、さらなる修正も困難であったことから、大学

として申請を取り下げる決断をし、同月 20日付で文部

科学省に『取下届（学部等）』を提出し、大学ホームペー

ジで申請を取り下げたことと、次年度に改めて申請をお

こなうことを公表した。

再申請～認可

　設置準備室では、申請取り下げ直後から再申請に向け

た準備に取り掛かった。再申請にあたっては、学部構想

の枠組みを大きく変更することはせず、前回の申請で受

けた12項目の是正意見に対応すべく修正をおこなった。

教育課程については、文理融合型カリキュラムを維持し

ながらも、社会学が主たる分野になるよう再構築し、必

修科目や選択必修科目を再設定することで体系性を担保

したほか、導入科目を設け、展開科目も導入・基礎・発

展の 3区分とした。また、これらをカリキュラムツリー

として可視化することで、客観的にも体系性や順次性が

理解できるようにした。教育課程の再編成に併せて教員

組織も再検討し、不足が指摘された社会学の基礎理論を

担当できる専任教員を新たに 3名配置することとした。

　これらの見直しの結果を申請書類としてとりまとめ、

令和 3年 3月に改めて「観光学部観光まちづくり学科」

の認可申請をおこなった。新型コロナウイルス感染症の

影響は残っていたが、審査スケジュールの遅延はなく、

予定通り同年 5月 25 日に第一次審査の結果が伝達され

た。第一次審査では、7項目の是正意見が付されていた

が、前回とは異なり申請の根幹にあたるものはなく、認

可に向けて大きく前進したとの感触を得た。

　是正意見の中心は学部の名称にかかわるものであり、

学部の理念・目的、教育課程および教員組織からみると

学部名称を「観光まちづくり学部」とするべきであるこ

とが示唆されていた。「観光まちづくり」という用語に

ついては、すでに学科名称で使用しており、また、平成

31 年時点で理事会に提出した構想原案のなかに、学部

名称の候補として「観光まちづくり学部」が挙げられて

いたこともあって、設置準備室では、学部名称を「観光

まちづくり学部」と修正することを決定し、理事会に提

案した。学部名称の変更と審査意見に対応した修正事項

について理事会での承認を受け、その結果を補正申請書

類として 6月 25日付で提出している。

　一方で学部の設置認可申請と同時に申請をおこなっ

ていた「学校法人國學院大學寄附行為の一部変更認可

申請」において、新学部の学生確保の見通しについて、
107
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疑義が呈された。新学部としての学生確保の見通しにつ

いては、高等学校へアンケート調査を実施し、その分析

結果によって将来にわたる定員確保が可能であるとの説

明をおこなっていたが、入学希望者に占める社会学分野

希望者の数が入学定員未満であることに対しての疑義と

受け止めた。この意見を踏まえて、総務課を中心とする

寄附行為申請担当は、高等学校へのアンケート調査を再

度実施することとし、本学への進学者数が多い首都圏の

高校から 123 校、首都圏を除く日本全国から 88校を選

定し調査をおこなった。調査票配布の規模は約 4万人

となった。調査の結果、156 校 2 万 6,327 人からの回

答を得、観光まちづくり学部への入学を希望する者の数

に占める社会学分野を第一志望とする者の数が、入学定

員を上回っていることが明らかとなった。この結果を踏

まえて、新学部で安定的な学生確保が可能であるとの回

答を文部科学省に対しておこなった。

　さらに、新型コロナウイルス感染症拡大の状況下にお

ける学びの質の担保が経営的な観点から重要であるとの

指摘に対しては、そのことに鑑み、感染拡大レベルに応

じた科目区分ごとの対応方針をとりまとめた。観光まち

づくり学部では、学部の特性上、フィールドワーク型の

授業も多いため、不測の事態により、行動が制限された

場合に、どのような考え方によって学びの質を担保する

のかを明らかにしたものである。

　これらの各補正申請に対して、同年 8月 25 日に文部

科学省から「観光まちづくり学部観光まちづくり学科」

について認可を「可」とする旨の答申が出される見通し

であるとの連絡があった。連絡から 2日後の 8月 27 日

付で文部科学大臣の認可が下り、認可書が交付された。

文部科学大臣からの認可を受けて、当初予定通り学生募

集をおこない、学校選抜型入試、総合選抜型入試、一般

選抜型入試の各入試制度で入学定員 300 名に対して計

2,494 人の志願があり、最終的に 301 名が令和 4年 4

月に第一期生として入学した。

観光まちづくり学部の理念・目的

　本学は建学の精神を「神道」に置き、学問の基礎を「国

学」に求め、創立以来さまざまな分野に多くの有為な人材

を送り出してきた。とりわけ全国の郷土研究や神道・宗教

文化（祭祀・祭礼・芸能等）研究を支える学者・教育者や、

全国各地の伝統文化の象徴であり、地域社会の拠り所であ

る神社に奉仕する神職らを輩出してきた。この伝統と実績

を基に、特に高齢化や少子化によって地域の伝統文化の継

承が危ぶまれている近年の状況を転換し、神道精神に従っ

て地域の活性化に文化やまちづくりの面から貢献すべく構

想されたのが「観光まちづくり学部」である。

　観光まちづくり学部では、「観光まちづくり」という

概念を「地域に対する深いまなざしに基づき地域社会の

現状と課題を理解し、地域資源の保全活用と地域を動か

す多彩な人々の形成によって、地域を主体とした観光や

交流を促すとともに、活力あふれる地域を実現すること」

と規定している。観光・交流を通した持続可能な地域の

形成および振興に関する方法論を構築するとともに、豊

かな教養と学識をもち、観光や交流を通じた活力あふれ

る地域社会の再生、活性化に貢献できる人材を育成する

ことが学部の目的である。

観光まちづくり学部の特色

　地域に軸足を置き、地域に対する理解に基づいて持続

可能な地域の実現を考え、そして交流人口や関係人口と

称される域外の人々との関係を維持・拡大しつつ、地域

主体の観光や交流を考えることから出発している点に観

光まちづくり学部の特色がある。地域を主体とした観光

や交流を促すとともに、活力あふれる地域を実現すると

いう視点から、その方法論を構築しようとする学部であ

り、学部学科名称に「観光まちづくり」を用いているの

も、こうした観点によるものである。

　地域には豊かな多様性があり、抱える課題も観光まち

づくりにかかわる主体も多様であり、想定外の環境変化

に直面することも増えている。観光まちづくり学部のカ第一期生への学部ガイダンスでの専任教員紹介
108
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リキュラムでは、講義による専門的な知識の修得にとど

まらず、少人数教育のゼミナールと共同作業による課題

解決型学習をおこなう演習形式の科目を継続的に配置し

ている。実際の地域を対象として、具体的な課題に向き

合いながら、地域の多角的な理解や分析を通して、その

特性と課題を顕在化させていく方法を段階的かつ実践的

に学び、活力あふれる地域の実現に向けて構想を立案し、

具体的な提案をおこなうことを目指す。また教育の集大

成として卒業研究を必修としている。

　上記のような教育課程を支える教員組織にも観光まち

づくり学部の特色が出ている。地域や都市、文化、情報・

メディアを対象とした社会学をはじめとして、まちづく

りのための都市計画や地域計画学、観光地経営全般の諸

課題をめぐる観光学、地域における緑や水を扱う造園学、

自然環境の理解や保全を目指す生態学、公共政策学や経

済・経営学、地域の文化的資源を対象とした歴史学、民

俗学、文化財学を専門領域とする研究者が集まっている。

また計画実務や行政実務、プログラミングやデザインの

分野において豊富な実務経験を有する教員を複数配置し

ていることもほかの観光系学部とは一線を画すものであ

るといえよう。

観光まちづくり学部が養成する人材像と想定される進路

　観光まちづくり学部が養成しようとする人材は、観光

にかかわる諸産業の担い手だけではないところが、従来

の観光系の学部と異なる点である。観光まちづくり学部

では社会、資源、政策・計画、交流・産業に関する知識・

技能を身につけ、地域の実情に応じた将来像を構想し、

多くの人々と協働しつつ、よりよい未来へ向けた計画や

提案をおこない、それを実装するために行動できる意欲

と能力を養成することを目標としている。

　学生は、自身の興味関心に応じて以下のような側面に

関する知識や技能について深く学んでいく。

　●社会・生活の調査と分析を通した観光まちづくり

　●歴史・文化の保存と活用を通した観光まちづくり

　●自然・環境の保護と利用を通した観光まちづくり

　●公共政策を通した観光まちづくり

　● 空間づくりや関連する計画づくりを通した観光まち

づくり

　●観光関連産業での事業・経営を通した観光まちづくり

　観光まちづくり学部の卒業後の進路としては、公務員、

観光やまちづくりに関係する公的諸団体、地域の観光協

会や DMO（Destination Management Organization）の

職員、さらには観光やまちづくりに関するコンサルタン

トやプランナー、宿泊業や旅行業、交通・運輸業、出版

や放送業、商社や金融機関、不動産業、建設業、IT 産

業などへの従事を想定している。また地域に I ターン、

Uターンして地域の再生、活性化に取り組むことも期待

している。

観光まちづくり学部のカリキュラム

　観光まちづくり学部では、教育課程全体を導入期・基

礎期・発展期という 3つの段階に区分している。

　そのうえで、具体的な教育課程を以下のとおり編成し、

科目を配置している。

（1） 導入期を中心に、幅広いリベラルアーツを、観光ま

ちづくりをめぐる方法論的な学びと結び付けて修得

するために専門教育科目に「導入科目」を置き、社

会学の方法論と観光や交流を通じたまちづくりの基

本的な考え方を学んでいく。「社会学概論」と「ま

ちづくりと観光」を必修科目として配置している。

（2） 観光まちづくりに関わる多様な専門領域の知識を身

につけるために「展開科目」を置いている。展開科

目は社会、資源、政策・計画、交流・産業の 4つに

分類され、基礎期には 4分野のバランスの取れた学

びを重視し、発展期には学生自身の興味・関心に応

じた選択的・主体的な履修を図っている。

（3） 地域の特性及び課題の把握・分析手法や、観光まち

づくりの構想・提案の表現手法などを身につける

ために「メソッド科目」を置いている。導入期には

４年間の学びの流れと科目区分の配置
109
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社会学の基本的な調査手法を学ぶ「社会調査入門」

を必修科目として配置している。

（4） 観光や交流の具体的な施策を自ら考え、提案する能

力を身につけるために「演習科目」を置いている。

学びの段階に応じて、他科目で学修した各専門分野

の個別知識や技能を統合的に活用し、課題解決型学

習を通じて実際の地域への提案をおこなう能力を実

践的に身につける。「導入ゼミナール」「観光まちづ

くり演習Ⅰ～Ⅲ」「専門ゼミナール」「卒業研究」な

ど多くの必修科目が配置されている。

（5） 学部の学びを深めていくうえで、より実践的な話題

に触れるために「トピックス科目」を置いている。

ここに配置される科目では、観光まちづくりの現場

や、実務により近い分野の専門家および実務経験豊

富な講師を招いた授業が展開される。大学で学修し

た知識・技能が実践の場でどのように生かされるか

を知ることができる。

（6） 観光や交流という現象を学ぶうえで関連する他の専

門分野について理解するために「関連科目」を置い

ている。導入期から発展期において、他学部の専門

教育科目を配置するなどして共通教育科目を補完す

るほか、本学独自の地域形成に関する科目や博物館

学芸員課程の科目などを配置している。

　また観光まちづくり学部では、1年次の学生を15名単

位のルームに分け、それぞれのルームの担任として専任

教員1名を配置している。1年次前期の必修科目である

「導入ゼミナール」は、このルーム単位で実施し、学生に

とって大学生活最初の拠点としている。これ以外でも観

光まちづくり学部では、学年に応じた少人数教育を実現

するために、原則15名の学生を専任教員1名が担当す

るゼミナール制を採用し、きめ細かな指導をおこなう。

施設・設備

　観光まちづくり学部の開設にあたり、これまで学生の

課外活動施設として利用してきた「若木 21」を全面改

修し、中規模教室のほか、観光まちづくり学部の教員個

人研究室、研究室に隣接した演習室、スタジオ、多目的

ホールなどを配置した。

　教員個人研究室には、居室に連続する形で演習室を併

設し、この演習室は 1年次の必修科目「導入ゼミナー

ル」、1・2年次の選択必修科目「基礎ゼミナール A、同

B」、3年次の必修科目「専門ゼミナール」および 4年次

の必修科目「卒業研究」で利用する。また、これらの科

目に関連した課題などに取り組むスペースとしても活用

が見込まれ、教員の居室に隣接していることから学生は

4年間を通してきめ細かい指導を受けられる。

演習室での学部ガイダンス風景

西村幸夫学部長による「まちづくりと観光」の授業

　多目的ホールは、「観光まちづくり演習」などの成果

物発表や展示の会場、各種イベントの開催、学生の自主

学習のために用意されている。配置されている家具から

地域の産業や文化に触れ、地域と向き合うことができる

ようにという考えのもとに、天童家具（山形県）や飛騨

家具（岐阜県）などの地域産業とのかかわりが深い木製

家具が多く配置されている。

　スタジオは、2年次前期から始まる必修科目「観光ま

ちづくり演習」で利用する。同演習は、学部の特徴でも

ある共同作業による課題解決型授業であり、2年次から
110
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3 年次にかけて継続的、体系的に学びを深めていく。ス

タジオ 1室につき最大 72名の収容が可能で、机を島状

に配置することで、小さなグループに分かれた作業をお

こなうことができる。また机は稼働式のため必要に応じ

て共同作業の規模を変更することも可能である。

　このほか若木 21の各階には、学生が授業以外の時間

を有効に活用して、自由に学習や議論ができるスペース

としてラウンジ（ラーニング・コモンズ）を複数配置し

ている。ラウンジには、個別学習用のキャレルや可動式

の机を置き、用途に応じた利用ができるようにしている。

地域マネジメント研究センター

　観光まちづくり学部の設置と同時に学部の附置組織

として「地域マネジメント研究センター（Community 

Management Institute、略称 CMI）」を若木 21の 1階に

開設した。CMI は、観光まちづくり学部と地域・社会を

結び、両者の発展に寄与し、観光を軸とした持続可能な

魅力ある地域づくりに貢献することを目的とし、①研究

推進・支援機能、②地域連携機能、③企画・運営機能と

いう 3つの役割を担っている。

　研究推進・支援機能としては、地方自治体や公的団体

などとの共同研究の推進や、国内外の観光まちづくりに関

する情報拠点として情報収集と情報発信をおこなう。地

域連携機能としては、本学または観光まちづくり学部と

包括連携協定を結ぶ地域・団体をはじめとした、魅力あ

る観光まちづくりを実践している地域や団体などと学生・

教員との交流を図る役割を果たす。企画・運営機能とし

ては、各地の観光まちづくりに携わっている専門家らを

招いた「観光まちづくりフォーラム」や「観光まちづくり

木製家具が配置された多目的ホール

カフェ」といった各種イベントの企画や運営をおこなう。

　また CMI では、各地の観光まちづくりの取り組みや

トピックス、観光まちづくり学部の取り組みを紹介する

ために冊子『観光まちづくり』を年 1回発行し、地域

の方々とのコミュニケーションツールとして活用する。

なお、学部開設に先駆けて令和 3年 11 月に創刊号を刊

行している。

観光まちづくりライブラリー

　観光まちづくり学部の学びに関する図書や観光まちづ

くりに関する図書・雑誌、さらに包括連携協定を結んだ

地域の図書・資料などを集めた「観光まちづくりライブ

ラリー」を開設し、令和 4年 5月 23日にオープンした。

観光まちづくりライブラリー全景

　蔵書は本学渋谷図書館・たまプラーザ図書館と連携し

て収集し、司書資格を有したCMI 研究員をはじめとした

スタッフが利用者のレファレンスに対応する。最新の図

書・雑誌の紹介や、包括連携協定を結んだ地域や観光ま

ちづくりに関する取り組みなどを、館内のモニターやパ

ネルで紹介するなど情報発信も積極的におこなっていく。

　観光まちづくりライブラリーには、多目的ホールと同

様に地域の木材を利用した大型テーブルと椅子、書棚を

配置している。これは包括連携協定を締結した岐阜県高

山市の飛騨家具メーカーの製品で、無垢の木を通して地

場産業を知る一助となっている。

各地域との連携

　観光まちづくり学部と CMI では、魅力ある観光まち

づくりを実践している地域・団体と包括連携協定を結び、

共同研究などを実施していく。また、協定を締結した地

域は学生の学びの場になることも期待される。
111
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　地域との連携に関する協議は、学部開設に先駆けて進

められ、令和 3年 7月には、岐阜県高山市と共同研究

に関する覚書を取り交わし、専任教員就任予定の教員複

数名が同市を訪れ、観光まちづくりに関する共同研究に

着手している。この取り組みを受けて、観光まちづくり

学部が開設された令和 4年 4月 18日に岐阜県高山市と

本学は包括連携協定を締結した。

　協定締結後すぐに協定に基づく具体的な取り組みが

始まっており、6月 20 日に西村幸夫学部長が高山市内

の丹生川中学校の生徒 110 名に対して「にゅうかわ学」

と題した講義をおこなっている。

　このほかにも複数の地域・団体との連携協定について

協議が進められており、観光まちづくり学部の開設を契機

として、観光まちづくり学部だけではなく、法人・大学全

体での社会貢献・地域連携が進展していくと考えている。

　5月30日には神奈川県相模原市と学校法人國學院大學

とのあいだで、相模原市のまちづくりへの寄与を含めた

包括的連携協定を締結した。

観光まちづくりフォーラムと観光まちづくりカフェ

　観光まちづくり学部とCMI では、地域の実践例や学術

分野とのシナジーにより、観光まちづくりに結びつく幅

広い学びを生み出すためのイベントとして「観光まちづ

くりフォーラム」と「観光まちづくりカフェ」を定期的

に開催している。「観光まちづくりフォーラム」は、観

光まちづくり学部の考える観光まちづくりを外部に発信

することを目的とし、「観光まちづくりカフェ」は学部

内での勉強会・交流会という性格である。「観光まちづ

くりフォーラム」「観光まちづくりカフェ」ともに学部

開設に先駆けて開催し、学部開設後も回数を重ねている。

　また 6月 29 日には千葉県香取市の NPO「佐原アカ

デミア」と観光まちづくり学部が包括連携協定を締結し、

7月 19 日には三重県鳥羽市と本学が包括連携協定を締

結している。

岐阜県高山市との包括連携協定締結式

NPO「佐原アカデミア」との包括連携協定締結式

三重県鳥羽市との包括連携協定締結式

観光まちづくり学部
こくぴょん
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観光まちづくりカフェ

（第 1回）令和 2年 11月 26日（木）

テーマ 「地域を見つめ、地域を動かす」

ゲスト

本保 芳明 氏
（ 国連世界観光機関　駐日事務所代表）

清水 祥彦 氏（神田神社宮司）

安藤 義和 氏（NARAYA CAFÉ 代表）

イアン・ミラー氏（HIBA 代表）

豊田 雅子 氏
（ NPO法人尾道空き家再生プロジェクト代表）

渡邊 一樹 氏（一社 Clan PEONY 津軽）

（第 2回）令和 3年 11月 8日（月）

テーマ 「私たちの考える観光まちづくり」

ゲスト

久保田　穣 氏（日本観光協会理事長）

江崎 貴久 氏
（ 鳥羽市エコツーリズム推進協議会会長）
桑野 和泉 氏
（ 一社 由布市まちづくり観光局代表理事）
宮崎 晃吉 氏
（ 一社 日本まちやど協会代表理事）

（第 1回）令和 3年 7月 7日（水）

テーマ 「神道とまちづくり」

ゲスト
尾近 裕幸 教授（経済学部）

平藤 喜久子 教授（神道文化学部）

（第 2回）令和 3年 10月 6日（水）

テーマ 「神棲むムラの観光まちづくりとこれから」

ゲスト 飯干 敦志 氏（株式会社高千穂ムラたび）

（第 3回）令和 4年 5月 25日（水）

テーマ 「 横浜の都市デザインと郊外住宅地のこれ
から」

ゲスト
秋元 康幸 氏
（ 都市プランナー、横浜国立大学・横浜市
立大学客員教授）

（第 4回）令和 4年 7月 6日（水）

テーマ 「 デジタルで進めるまちづくり　加賀市の
スマートシティの取り組みについて」

ゲスト 横堤 恒章 氏
（石川県加賀市政策戦略部長 兼 CTO）

観光まちづくりフォーラム

第 2回観光まちづくりフォーラム
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わたしたちが目指す「観光まちづくり」
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